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建築士サポート体制の構築について

相談者
（設計者・申請者等）

事務局
日本建築
防災協会

・
ICBA

・対面
・オンライン

サポート員

○○県

契約

④サポート

連携・
情報共有

国土
交通省

連携

①相談申込み（申込書提出）

③相談

○○県
サポートセンター
都道府県の建築士会、建築士

事務所協会、建築住宅センター等

周知（HP、会員向けメール）

事務員

相談・助言

建築基準適合判定
資格者、構造設計・

省エネ設計に
詳しい実務者

②対応者指名

⑤報 告

サポート員選定・養成

相談・助言

周知（窓口、説明会）

報告

＜サポート体制図（例）＞

各特定行政庁
（建築主事部局）

指定確認検査機関
確認申請

周知・紹介
連携・情報共有

周知（HPで全国の窓口一覧公表）

2025年４月１日以降
に確認申請等を予定し
ている建築士 等

改正法の内容に係る
確認申請図書の過不
足・記載事項 等

○ 改正法の全面施行の際、事前周知活動のみでは十分に情報が行き届かない申請者が一定数生じる可能性を踏まえ、これらの申
請者に対し、申請図書の作成や申請手続きについて個別にサポートする体制を全都道府県において構築する。

○ 都道府県単位でサポート体制を構築し、遅くとも2025年１月から個別サポートを開始。
○ 詳細はHP （ (一財)日本建築防災協会：https://www.kenchiku-bosai.or.jp/support/）に掲載。
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建築士個別サポートの対象・内容（イメージ）
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○ 地域の建築士の習熟状況や、管内の円滑施行に向けた各種取組との役割分担・サポート員の確保状況を踏まえて、サポート対象
範囲・内容を決定。

図書の作成が不安等

サポートの対象範囲（例）

講習会等の
情報にアクセス

できるか？

改正情報を
理解できるか？

申請書図書
一式や記載事項が

足りているか？

確認申請の相談をする
（特定行政庁・指定機関等の窓口）

改正法の動きを知る

確認申請図書を作成 確認申請
（申請図書一式の提出）

YES

NO
NO

YES
YES

確認申請先の
事前相談で

対応可能か？

YES

NO

• 改正法HP／オン
ライン講座へ案内

• テキスト送付
フォームからテキス
ト取り寄せ

• 講習会／Q&A
等を案内

• 国交省本省／一
般の建築相談へ
の問合せ等※

＜建築士の取組段階ごとの困りごとと対応策（例）＞

申請図書の過不足・
記載事項が足りている
かわからない など

計画の内容に応じて
• 申請書・添付図書
の種類・記載方法

• 設計支援ツールへ
の入力方法 など

サポート窓口受付時等に適宜案内

特行・指定機関等の
問合せ窓口等での対応

• 確認申請先の事前相談で対応
※省エネ基準・計算支援プログ

ラムの操作等に係る情報につ
いてはIBECsサポートセンター

適宜案内



建築士サポートセンターでの個別サポート対応状況

R7年度
件数

R6年度
件数

サポート
開始時期サポートセンター実施団体都道

府県地整等R7年度
件数

R6年度
件数

サポート
開始時期サポートセンター実施団体都道

府県地整等

16 9 令和6年11月一般財団法人滋賀県建築住宅センター滋賀県

近畿

11 11 令和7年1月一般社団法人北海道建築士事務所協会北海道北海道

1 1 令和7年1月一般社団法人京都府建築士事務所協会京都府30 21 令和7年1月株式会社建築住宅センター青森県

東北

12 7 令和7年1月公益社団法人大阪府建築士会大阪府4 5 令和6年11月一般社団法人岩手県建築士事務所協会岩手県

5 1 令和7年1月公益社団法人兵庫県建築士会兵庫県22 40 令和7年1月一般財団法人宮城県建築住宅センター宮城県

0 3 令和6年12月一般社団法人奈良県建築士事務所協会奈良県10 36 令和6年11月一般財団法人秋田県建築住宅センター秋田県

0 1 令和6年12月一般社団法人和歌山県建築士事務所協会和歌山県4 4 令和7年1月一般社団法人山形県建築士会山形県

7 8 令和6年11月一般財団法人鳥取県建築住宅検査センター鳥取県

中国

8 59 令和7年1月一般財団法人ふくしま建築住宅センター福島県

2 3 令和7年1月一般財団法人島根県建築住宅センター島根県0 0 令和7年1月一般社団法人茨城県建築士事務所協会茨城県

関東

20 41 令和7年1月岡山県建築住宅センター株式会社岡山県3 0 令和7年1月一般社団法人栃木県建築士事務所協会栃木県

76 16 令和7年1月一般社団法人広島県建築士事務所協会広島県0 0 令和7年1月一般社団法人群馬県建築士事務所協会群馬県

0 1 令和7年1月一般社団法人山口県建築士会山口県2 0 令和6年12月一般社団法人埼玉建築設計監理協会埼玉県

8 9 令和7年1月公益社団法人徳島県建築士会徳島県

四国

1 2 令和7年1月一般社団法人千葉県建築士会千葉県

7 39 令和6年12月株式会社香川県建築住宅センター香川県5 0 令和7年1月一般社団法人東京都建築士事務所協会東京都

57 20 令和6年12月株式会社愛媛建築住宅センター愛媛県6 2 令和7年1月一般社団法人神奈川県建築士事務所協会神奈川県

5 7 令和7年1月公益社団法人高知県建築技術公社高知県11 33 令和7年1月新潟県建築士サポートセンター新潟県

北陸 14 22 令和7年1月一般財団法人福岡県建築住宅センター福岡県

九州

0 11 令和7年1月一般財団法人富山県建築住宅センター富山県

1 13 令和6年12月公益財団法人佐賀県建設技術支援機構佐賀県23 32 令和7年1月日本建築検査協会株式会社北陸支店石川県

2 5 令和6年11月一般社団法人長崎県建築士事務所協会長崎県0 10 令和7年1月一般財団法人福井県建築住宅センター福井県近畿

5 7 令和7年1月一般財団法人熊本県建築住宅センター熊本県3 58 令和7年1月公益社団法人山梨県建設技術センター山梨県
関東

7 11 令和7年1月一般財団法人大分県建築住宅センター大分県4 12 令和7年1月公益社団法人長野県建築士会長野県

3 0 令和7年1月一般財団法人宮崎県建築住宅センター宮崎県1 0 令和7年1月一般社団法人岐阜県建築士事務所協会岐阜県

中部
3 2 令和6年12月一般社団法人鹿児島県建築士事務所協会鹿児島県42 142 令和7年1月一般財団法人静岡県建築住宅まちづくりセンター静岡県

2 1 令和7年1月公益社団法人沖縄県建築士会沖縄県沖縄2 0 令和7年1月公益社団法人愛知建築士会愛知県

0 2 令和7年1月一般社団法人三重県建築士事務所協会三重県 ※ 最新の情報は建防協HPをご確認ください。（https://www.kenchiku-bosai.or.jp/support/）

R6年度サポート件数：707件
R7年度サポート件数：445件

（令和７年５月22日14:00時点報告状況）
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サポート実績分析①（R7.5.22 14時時点）
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■１週間当たりのサポート件数の推移（1/1～5/22）

■サポート実施方法

■事務局団体の類型ごとの実施状況

62.3％）718件（：対 面
16.8％）194件（：オ ン ラ イ ン
20.8％）240件（：電 話

※サポート件数／サポート上限件数

■相談者の属性

(参考)R6年度R7年度センター
数事務局

実施率件数実施率件数
3.1％24件4.0％51件９建築士会
1.7％22件7.0％138件15建築士事務所協会

28.1％312件19.7％340件16建住センター
28.2％96件30.9％167件６指定確認検査機関

00％0件0.8％2件１その他＜相談者の立場＞ ＜相談者の職業＞
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サポート実績分析②（R7.5.22 14時時点）
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サポート
総件数月 うち

申請図書
関係 その他完了検査時の図

書の準備方法
添付図書と記載方
法等（省エネ法）

添付図書と記載方
法等（基準法）

73件44件163件202件262件317件～R7.2
62件75件186件261件337件390件R7.3
27件68件151件218件262件297件R7.4
24件36件68件100件132件148件R7.5
186件

(18.7%)
223件

(22.5%)
568件

(57.2%)
781件

(78.7%)
993件

(100%)1152件（合計）

■サポートの内容

うち
構造関係 その他経過措置設計支援ツール

の使用方法等
壁量計算等の
改正概要

65件47件58件100件170件
63件54件121件173件258件
22件43件80件121件163件
16件20件38件68件86件
166件

(24.5%)
164件

(24.2%)
297件

(43.9%)
462件

(68.2%)
677件

(100%)

うち
省エネ関係 その他住宅ローン

減税
外皮計算シ
ート・WEB
プロ

省エネ計算仕様基準省エネ適判
手続き

58件6件39件63件84件113件197件
45件6件76件112件152件162件255件
22件4件66件83件125件125件194件
10件2件33件34件50件61件89件
135件

(18.4%)
18件

(2.4%)
214件

(29.1%)
292件

(39.7%)
411件

(55.9%)
461件

(62.7%)
735件

(100%)

■サポートに係る建物

300㎡
超

200㎡超
300㎡以下

200㎡
以下

3件
(0.3%)

18件
(1.6%)

86件
(7.5%)

木
造

平屋
7件

(0.6％)
8件

(0.7%)
24件

(2.1%)
非
木
造

23件
(2.0％)

63件
(5.5%)

827件
(71.8%)

木
造

2階
11件

(1.0％)
11件

(1.0%)
25件

(2.2％)
非
木
造

5件
(0.4％)

6件
(0.5%)

7件
(0.6%)

木
造3階

以上 19件
(1.6％)

3件
(0.3%)

6件
(0.5%)

非
木
造

3.8％）44件（：都 計 外
96.2％）1108件（：都 計 内

90.1％）1038件（：木 造
1.6％）18件（：R C 造
5.6％）65件（：S 造
2.7％）31件（：混 構 造 等

＜地域＞

＜構造＞

＜規模＞


